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京大東アジアセンターニュースレター   第 431号   






○ ミャンマー短信 ： ２０１２年 ７月下旬  



















日時： 2012年 9月１日(土) 14時～ 


















連絡先:〒606-8501京都市左京区吉田本町 京都大学経済学部 堀 和生 Tel:075-753-3438  
e-mail: hori@econ.kyoto-u.ac.jp 
************************************************************************************************ 






































































































ゾーン 1 第一土地 1エーカで 450万円 第二土地 1エーカで 400万円 第三土地 1エーカで 375万円 
ゾーン２ 第一土地１エーカで 300万円 第二土地 1エーカで 250万円 第三土地 1エーカで 200万円 




























ホームページは www.myanmarexpo.net  
 
１８．ASEAN生産の新車関税を５％のみに設定 





現在、ATMで現金を下ろしている ATMカードの代わりに MPUカードが使用可能となり、1回につき 100万チャットま




現在、ほとんどの国内航空会社は朝便のみであるが、国内航空会社2社（AIR KBZと AIR MANDALAY）は次の
観光シーズンには、昼便も飛行予定をしている。具体的に AIR KBZ は 10 月から昼 14：00 の飛行スケジュールを組








２２．両替レート  1US＄＝874チャット  １FEC＝878チャット 
以上 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 
１．７／５、カンダール州の Tai Yang Enterprise社でのストライキ詳報 





７／５、カンダール州 Ang Snuol地区の Tai Yang 
Enterprise 社で働く何千人もの労働者が、会社へ
の要求を掲げ、7 時間以上にわたって国道 4 号線
を封鎖した。 












このストライキに参加した約 4000人の労働者たちは、「交通費と家賃に月 15 ドル、同じく業績手当に月 15 ドル、さ
らに幼いこどもがいる労働者には子育て支援にも月 15 ドルを要求し、また、3 日以上病欠した際の賃金カットや降格
を廃止することと、カンボジアの労働法で定められている妥当な利益の享受」を、要求していた。 
会社が交渉に同意した後、「労働者たちは道路封鎖を止め、通行を再開させ、会社周辺に移動した」と、Ang Snuol




②７／６、Tai Yang Enterprise社の労働者、労働組合と警察が衝突 



















③７／９、Tai Yang Enterprise社でのストライキ、終焉の気配無し 
Tai Yang Enterprise 社の工場では、金曜日に行われた労働者と組合、労務省役人間での話し合いが決裂したた
め、今後もストライキを続けると何千人もの労働者が主張している。 















④７／１０、Tai Yang Enterprise工場のストライキ中の労働者がフン・セン首相に嘆願書を提出のため、プノンペンへ 







Alliance Trade Unions と Cambodian Confederation Unionがプノン
ペンの市民会館に手紙を送ったと、Cambodian Confederation of 
Unionsの代表 Rong Chhun氏は話した。「労働者の数は、ストライキ
が起こった初日と変わりません。しかも彼らは結果を得るまではスト
ライキを止めないつもりです」と彼は話す。Rong Chhun 氏は、「米・ASEAN ビジネスフォーラム」に参加するためアメリ
カのヒラリー国務長官がプノンペンに滞在している間に、4000 人の労働者たちが彼女に請願書を渡すつもりであるこ










⑤７／１２、ストライキで the Cambodian Alliance of Trade Unions (CATU)のメンバーが流血 
（※Tai Yang Enterprises社ストライキ関連） 
Tai Yang Enterprises社で働く労働者を代表した組合のメンバーが、７／１２，Wat Botum近くで警官に襲われ負傷











官 Touch Naroth氏もコメントを拒否している。 
 
２．７／３、カンダール州のWai Full Garments社でストライキ 
Free Trade Unionの話によると、労働団体を組織しようとした労働者が土曜日に解雇されたことに対して抗議するた
め、カンダール州のWai Full Garments社で働くおよそ 500人もの労働者が、７／３、集結し抗議活動を行った。 





























American Center for International Labor Solidarity(国際労働団結アメリカセンター)の Dave Welsh氏は「カンボジア
の労働組合の権利が主な議題だった」と述べ、「アメリカの代表団は、正義が弱者に行き渡るように配慮する必要があ
ると主張した」と付け加えた。野党 Sam Rainsy党のMu Sochua氏は「労働力の根源は、生活のためであり、食べていく
ためです。そのためにストライキもするのです」と述べた。またクリントン氏について、「カンボジアの縫製工場関連の昨
今のトラブルについて良く知っていた」と話し、また「クリントン氏がカンボジアに着いた日、組合と警察のトラブル（スト
ライキで the Cambodian Alliance of Trade Unionsのメンバーが流血）で迎えられる形となったが、それは避けるべきで
あった」と付け加えた。 
 
４．７／２、Free Trade Unionが Cambodian Confederation of Union との同盟を解消 
Free Trade Union(自由労働組合／FTU)代表 Chea Mony氏は、彼の所属する組合が Cambodian Confederation of 
Unions(カンボジア組合総同盟／CCU)を脱退し、長くに渡った Cambodian Independent Teachers’ Association(カン
ボジア独立教員協会／CITA)との同盟関係を断絶することを発表した。 
Mony氏から労務省の Vong Sauth氏へ送られた 6月 27日付けの手紙には、CCUや CITA との別離は、政策的な
違いが原因だと書かれている。「近年、CCU の目的や指針が、FTU のものとは対照的なものとなり、彼らは労働者の
利益を尊重せず、衣料産業の安定性が維持されることを望んでいます。それゆえ、FTU は CITA との同盟を打ち切り、
もはや CCUの屋根の下にはいないのだ、ということを発表したいのです」といった内容も記載してある。 
FTU が、CITA や CCU と関係を切った理由には、個人的な理由もあったといえる。Mony 氏はポスト誌に対して昨










上院議員 Ly Yong Phat氏が 2010年Omlangにやって来て、彼女の家族や他の 2000人ほどいる村人たちを追い出
して砂糖園を作る、という計画を発表したとき、人生が変わった。「実際、私は政治に巻き込まれるのはいやでした。し
かし、私の出身の村の人たちが被害者となり、また、不平を申し立てても誰も何もしてくれないことが分かったので、私
自身が野党の Sam Rains党に参加することに決めました」と彼女は話す。そして彼女の村のものであるはずの 9000ヘ
クタールもの土地の利権を主張するために闘うことになった。 































れ、彼らは 1日 13時間、当初提示された金額の半額の給与にて働かされていた。ある 24歳のカンボジア人は「我々
は、働き始めた時に、だまされていることに気づきました。文句を言うと、彼らの給与は天引きされ、そしてパスポートが













で使用しようと試みた。リエルは最初、100 分の 1 フランとして導入され
























































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.8 18.5 16.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
